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１．研究の背景と目的  

都心部の交通問題は、様々な問題が絡み合って発生

しており、解決には単一の施策のみならず、複数の施

策を組み合わせ、パッケージとして実施することが必

要と考えられている。この場合、複数の主体に対して

異なる効果が発生するため、社会全体としての効果だ

けでなく、自動車利用者・公共交通利用者など、各主

体にもたらされる効果を把握することが必要である。 

複数の施策を組み合わせて実施した際の効果を示し

た既存研究として、中川らの研究 1)が挙げられる。こ

の研究では、京都市全体を対象に交通手段選択モデル

を組み込んだ都市内交通シミュレーションを構築し、

各主体別に日単位での便益計測を行っている。しかし、

交通施策は自動車交通需要の時間的集中の緩和を目的

としているため、便益は混雑地区の渋滞ピーク時に対

して各主体別に計測する必要があると考えられる。 

 このため、本研究では、都心部混雑地区における時

間単位での交通施策の主体別便益の計測を行い、広域

の便益計測よりも直接的な施策評価により、対象地域

における効果的な交通施策の組み合わせを検討するこ

とを目的とする。 

２．研究の枠組み 

２．１ 対象地域と実施する交通施策の選定 

 本研究では、福岡

市都心部(図 1)を便益

計測の対象地域とし、

都心部に流入する交

通の発生地域として

福岡都市圏を想定し

ている。 

交通施策は大きく

図 2 のように分類することができるが、本研究では交

通管理・ソフト開発型と規制・政策型に属する施策を

実施する。基盤整備型の施策は多額の費用や広大な用

地が必要となり、都心部を対象としている本研究では

不向きな対策と判断できるためである。また、都心部

混雑地区の交通問題解決には自動車利用抑制と公共交

通利用促進が必要であるため、①駐車課金、②バス専

用レーンの整備、③公共交通料金低廉化の 3 つを選定

した。パッケージ施策は、表 1 を参考に、施策実施効

果や施策実現可能性が高いと判断される①+③、②+③、

①+②+③の 3 通りを選定した。 

２．２ 便益計測の方法 

 都心部混雑地区における便益計測を行うには、交通

手段選択モデルと交通量配分モデル、ミクロ交通シミ

ュレーションモデルを組み合わせたモデルが必要であ

る。図 3 にモデル作成の流れを示す。交通手段選択モ

デルには第 3 回北部九州圏パーソントリップ調査で作

成された機関分担モデル式(マルチ型ロジットモデル)

を用いた。交通量配分には分割配分法を用い、分割回

数は 10 回とした。交通手段選択・交通量配分モデルに

おける配分交通量と交通シミュレーションモデルに入

力した観測交通量の比率として補正率 hi を導入した。 

 次に、施策の便益計測方法を示す(図 4)。Qi(1)に補

正率 hi をかけることで交通シミュレーションモデル

表 1 施策の相互関係図 2) 
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図 3 モデル作成の流れ図 

都市圏Cゾーン間OD交通量

交通手段選択モデル・交通量配分モデル ミクロ交通シミュレーションモデル

都心部の時間帯別
OD表

便益計測対象地域
流入断面ごとに流入
交通量qi(0)の算出

OD表を基に現況の再
現(旅行時間(ｔ1)の取得)

交通手段選択
モデルの初期
条件の入力発生ゾーンiから集中ゾーンjへの

自動車交通量の推定値の算出

都市圏道路ネットワークに交通量配
分を行い、便益計測対象地域流入
断面ごとにリンク交通量Qi(0)を算出

　　補正率
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図 1 便益計測対象地域
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における流入交通量の推計値 qi(1)を算出し、施策実施

前後の旅行時間の変化から、消費者余剰推定法により

便益を計測する 3)。 

３．ミクロ交通シミュレーションモデルの作成 

 本研究では、平成 17 年 6 月 26 日の天神地区主要交

差点車種別・

方向別交通量

調査で得られ

た値から、便

益対象地域内

へ流入する交

通量の最も多

い13時台を渋

滞ピーク時と

捉え、便益計

測の対象時間帯とした。qi(0)は、同日の天神地区主要

動線通過車両ナンバープレート調査、天神地区主要駐

車場入出庫ナンバープレート調査で得られた値から算

出した。 

 ミクロ交通シミュレーションモデルは、都心部 OD

交通量、交差点右左折直進交通量、信号現示、バス経

路と運行本数のデータを用いて現況再現を行い、再現

性の精度確認として交差点流入・流出断面交通量によ

る比較を行った(図 5)(相関係数 0.905)。 

４．交通施策の実施による便益計測結果 

４．１ 交通施策の実施 

 ここでは、先に選定した施策の詳細を示す。 

①駐車課金：都心部を集中ゾーンとする自動車交通に

対して、1 回の駐車あたり 500 円を課金する。 

②バス専用レーンの整備：都心部の片側 3 車線以上の

大通りに対して整備し、左折車以外は進入できない状

況を作る。 

③公共交通料金の低廉化：都市圏におけるバス運賃を

現状の半額にする。 

４．２ 便益計測結果 

 本研究では、利用者に帰属する便益を｢自動車利用

者｣、｢公共交通利用者｣、｢自動車から公共交通に転換

した者｣の 3 主体ごとに便益を計測した。各主体の便益

は、時間短縮と走行経費減少による便益から、課金や

運賃増による負担の増加分を引いたものである。社会

的便益は、各主体の便益に加えて、公共交通事業者の

便益と、課金による収入を考慮したものである(表 2)。 

５．結論 

本研究では、交通施策は自動車交通需要の時間的集

中の緩和を目的とし、混雑地区における時間単位での

交通施策の主体別便益の計測を行った。その結果以下

の点が明らかになった。 

①施策を単独で実施した場合、駐車課金と公共交通料

金の低廉化は、一部便益が負の値になる主体があるも

のの、社会全体での便益は正になることが示された。 

②バス専用レーンの整備については、公共交通利用者

の便益は正の値になるものの、自動車利用者の便益が

大きく悪化し、社会全体の便益も大きく悪化するとい

う結果になった。 

③施策をパッケージとして実施した場合は、駐車課金

と公共交通料金低廉化の組み合わせが、最も便益が大

きくなった。施策を単独で実施した場合の便益の合計

よりもパッケージとして実施した場合の便益の方が大

きくなっており(122％増)、さらに、公共交通料金低廉

化による事業者の損失を駐車課金収入で補えるため、

実現可能性も高く、有効な策であると考えられる。 
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図 5 現況値と再現値の間におけ

る流入・流出断面交通量の比較 
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表 2 便益計測結果 (円／時) 

事業者 駐車課金収入 社会的便益

(1-2)+(3-4)
+(5-6)

1 2 1-2 3 4 3－4 5 6 5-6 4+6 2 +(4+6)+2
①駐車課金 305000 519000 -214000 49500 0 49500 14000 27000 -13000 27000 519000 368500

②バス専用レーンの整備 -666000 0 -666000 117000 0 117000 5000 6000 -1000 6000 0 -544000
③公共交通料金低廉化 310000 0 310000 142000 -324000 466000 82000 15000 67000 -309000 0 534000

①＋③ 781000 516000 265000 258000 -324000 582000 62000 38000 24000 -286000 516000 1101000
②＋③ -412000 0 -412000 168000 -324000 492000 27000 35400 -8400 -288600 0 -217000

①＋②＋③ 207000 508000 -301000 213000 -324000 537000 33000 43000 -10000 -281000 508000 453000

施策または施策パッケージ

Car to Car Mass to Mass Car to Mass
時間短縮＋
走行費用減
少便益

駐車課
金負担 便益

時間短縮＋
走行費用減
少便益

運賃増 便益
時間短縮＋
走行費用減
少便益

運賃増 便益 便益
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